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研究成果の概要（和文）：2011 年 3 月 11 日、東北地方太平洋沖で M9.0 の巨大地震が発生し、

地震動・津波被害をもたらした。この地震の詳細を明らかにするために、各種観測研究を行っ

た。海底地震観測と陸域地震観測により、余震活動の時空間変化を明らかにした。海底地殻変

動観測及び地震波反射法構造調査から、震源断層の位置・形状を求めた。さらに、各種データ

を用いて、断層面滑り分布を明らかにした。現地調査により、津波の実態を明らかにし、津波

発生様式を解明した。構造物被害や地盤災害の状況を明らかにするとともに、防災対策に資す

るデータを収集した。 

 
研究成果の概要（英文）：The 2011 off the Pacific coast of Tohoku earthquake occurred 

offshore of northeast Japan region on March 11, 2011, and large ground motion with long 

duration and huge tsunami damaged human society. To clarify the generation mechanism 

of this large earthquake, we carried out various observations. Seismic observations in 

marine and land areas revealed variation of seismic activities in time and space. Geometry 

of the source was estimated by seismic surveys and ocean bottom crustal movement 

measurements. In addition, the slip distribution during the mainshock was obtained using 

various geophysical datasets. Field surveys revealed tsunamis and the generation process 

of the tsunamis was estimated. Damage of constructions was also clarified and useful 

information for disaster mitigation in future was obtained. 
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１．研究開始当初の背景 

2011 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分頃、東北
地方太平洋沖で日本国内観測史上最大の
M9.0 の巨大地震が発生し、宮城県では震度階
最大である震度 7を記録したのをはじめ、北
海道から関東地方にかけての広範囲で強い
揺れが観測された。この地震に伴い、太平洋
沿岸で高さ 15m を超える津波が観測され、大

きな地震動・津波被害をもたらした。この地
震は陸側プレートとこれに沈み込む太平洋
プレートとの間のプレート境界で発生した
地震であり、余震域の広がりは南北約 500km
にわたる極めて大規模なものである。遠地実
体波や津波による予察的解析の結果では、海
溝近くで特に大きな滑りがあったと推定さ
れていた。この様な巨大な地震が、沈み込む
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海洋プレートの浅い部分の海溝近くで発生
するメカニズムは、まだ良く解明されておら
ず、日本は観測網の充実した地域であること
から、巨大地震の詳細な発生過程を明らかに
できる可能性がある。大被害を引き起こす巨
大地震は今後も日本国内外で発生すると考
えられるが、その発生機構を明らかにし、地
震防災に資することは、社会的にも重要であ
る。さらに、この地震に伴い M7 クラスの余
震が、内陸部を含めて多数発生したほか、M8
クラスの大きな余震の発生も懸念され、これ
らについて評価することも重要である。 

 

２．研究の目的 

今回の巨大地震の震源域はほとんどが海
底下であるため，陸上の観測網だけではその
全貌を明らかにすることは困難であり、大規
模な海底観測が必要である。海底地震観測に
よるデータと陸上観測網のデータとあわせ
て解析することにより余震分布を高精度で
決定し，震源断層の位置，形状を明らかにす
る。さらに、これと反射法構造探査の結果を
あわせることで、震源断層がどのような構造
的特徴と関連しているかを明らかにする。さ
らに、海底地殻変動観測、地震波解析、津波
解析により震源断層モデルを構築する。また、
震源断層モデルと津波調査により、大被害を
もたらした津波の発生過程を明らかにする。
現地調査により構造物、地盤などの被害状況
を調査することにより、地震動による被害の
発生メカニズムを解明するとともに、地震災
害軽減のための対策を検討する資料とする。 

 

３．研究の方法 

平成 22 年度特別研究促進費「2011 年東北
地方太平洋沖地震に関する総合調査」におい
ては， ４つの調査課題が計画された。 
(1) 地震活動調査，海底地殻変動観測、震源
域の地殻構造調査 

海底地震観測、陸上臨時観測、GPS 音響結
合方式を用いた海底地殻変動調査、マルチチ
ャンネル反射法による構造調査の 4つの調査
観測を行った。 
(2) 巨大地震発生機構と強震動発生の解明 

破壊過程の全貌を明らかにするために、全
世界に設置された地震計で記録された地震
波形データ、日本全土に設置された強震計デ
ータ及び地殻変動データ等についてインバ
ージョン解析を行った。 
(3) 津波発生過程の解明と津波被害調査 

津波の高さは海岸線の形状や地形によっ
て大きくなることから、現地調査によって津
波の高さの詳細な分布や被害を明らかにす
る。震災直後は、比較的被害の小さかった北
海道・茨城・千葉県などから現地調査を開始
した。また、海底水圧計、GPS 波浪計、沿岸
の水位計などに記録された津波波形を収集

し、波形のインバージョン解析によって津波
の発生過程を明らかにした。 
(4) 地震動による構造物等被害調査 

地震動によって被害を受けた構造物、地盤
等の被害状況を現地調査により、詳細に把握
すると共に、地震発生に伴い発生した大規模
火災等の被害調査を、都市防災の観点から調
査する。 
 
４．研究成果 
(1) 本震発生後 4日目から、海底地震計の震
源域への設置を行った。これにより、120 点
を超える海底地震観測網が、4 月初めに完成
し、観測を開始した（図 1）。設置した海底地
震計は、約 1 ヶ月間の観測を行った後、順次
回収し、ほぼ同一地点に新規の海底地震計を
再設置し、観測を継続すると共に、観測網を
広げた。この海底地震計も、約 1ヶ月間の観
測後、６月に回収された。観測域は、ほぼ
500km x 200km の領域とし、海底地震計の設
置間隔は約 25km である。この観測網により
震源域ほぼ全域をカバーすることができた。 

地震発生以前に設置されていた長期海底
地震計の内、3 台を回収して、余震の震源決
定、特に深さ分布の推定を行った。気象庁一
元化リストをもとに、海底地震計観測網近傍
で発生していると思われる 113個の地震に対
して、3 台の海底地震計と陸上観測点のＰ波
およびＳ波到着時刻を読み取り、一次元構造
による震源決定を行った。その結果、余震の
深さは 20km 付近に集中していることがわか
った（図 2）。本震直後の余震発生域の南限が、
茨城県沖の太平洋プレートとフィリピン海
プレートが接触している領域に一致してお
り、本震の破壊がこの領域で停止したことが
推定される（Shinohara et al., 2011）。 

 
図 1 緊急余震観測の海底地震計分布。3 月 14 日以降、

4月下旬までの第 1期の観測網 

 



 
図 2 海底地震計による震源決定結果。 

 

2011 年東北地方太平洋沖地震発生後、震
源域近傍の定常観測点の多くは停電等の影
響で欠測した。そのため、余震活動のモニタ
リング体制を維持強化することを目的とし
て、早期に復旧した定常観測点と合わせて平
均観測点間隔が 20～30km程度となるように、
6 地点において 3 成分地震計による衛星テレ
メータ観測点を整備し、オンラインのデータ
伝送を行った。これらのデータは気象庁にも
常時転送され、地震活動監視に活用された。
また、東北地方太平洋沖地震によって東日本
の各地で誘発地震活動が発生したが、顕著な
地震活動が発生した地域、及び今後の余震活
動の拡大が懸念される地域を中心に、オフラ
インの機動的地震観測網を展開した（図 3）。
特に活発な誘発地震活動が発生した茨城県
北部から福島県東部の地域での地震活動は
当初は主に 3つの期間に分かれ、第１ステー
ジは茨城県北部の活動、第 2 ステージは福島
県南東部の活動、第 3ステージは上記 2つの
活動領域の間の活動で、その後は３つの地域
全域で活動が継続した。これらの地震活動は、
いずれも正断層型の発震機構解で、震源の深
さが非常に浅いという特徴を有する。機動的
オフライン地震観測データ等に基づいてダ
ブルディファレンス法で精密震源決定を実
施し、茨城県北部では比較的単純で主に傾斜
角 40～50 度の南西傾斜の断層面が卓越する
のに対し、福島県南東部では西傾斜あるいは
東傾斜の断層面が東西に広がって分布し非
常に複雑であることが明らかになった（図 4）。
茨城県北部に関する結果は、気象庁一元化震
源情報に基づいて再決定された震源分布
（Kato et al., 2011）とほぼ調和的であり、
これらの西傾斜の面を節面として正断層活
動が生じたと考えられる。また、稠密観測デ
ータを用いて地震波トモグラフイー解析に
より地震波速度の 3次元分布を調査したとこ
ろ、この地域における最大規模の地震
（4/11Mw6.7)の大すべり域は高速度域内に
広がり、またその直下には低速度域が存在し、
破壊開始点は低速度域と高速度域の境界に
位置することが明らかになった。従って、震
源域下部の地殻流体が既存弱面の再活動を
促進したものと考えられる。 

 
図 3 陸域における機動的地震観測点分布。 

 

 
図 4 茨城県北部の誘発地震活動。 

 

本震付近では、海上保安庁海洋情報部と東
北大学による GPS音響結合方式による海底地
殻変動観測、東北大学による海底圧力計を用
いた上下方向の海底地殻変動観測が行われ
ていた。今回の地震の発生を受け、GPS 音響
結合方式の観測、および海底圧力計の回収が
行われ、地震時の海底変動が捉えられた。ま
た、その後の観測を継続し、余効変動の観測
も行われた。その結果、 今回の地震により、
震源のほぼ真上に位置する宮城県沖の海底
基準点（宮城沖 1）が地震前と比べて東南東
に約 24m 移動、約 3m 隆起したことがわかっ
た（Sato et al., 2011）（図 5）。また、周辺
の観測点でも同様の変動が観測された。東北
大学の観測点においても、海溝から 50km の
点で 31m の水平変動を観測した。また、海底
圧力計でもメートルオーダーの大きな上下
変動を観測した。これらの結果は、地震時の
震源過程の研究に有用であるとともに、余効
変動の精度のよい推定が可能となる。 

 
図 5 海上保安庁海洋情報部により、観測された本震発

生時における海底の水平変動量（Sato et al., 
2011） 

 

海底地形調査の結果、震源近傍から海溝軸



に至る領域が南東～東南東方向に約 50 m 移
動し、上方に約 7 m 移動した可能性があるこ
とが判明した（図 6）。宮城県沖においては、
海底面の変動は、さらに日本海溝の海溝軸ま
で及んでいる。また、海溝軸付近の海底（水
深約 7600m）に幅約 1500m、高さ約 50m の地
形変化（高まり）が見られ、海溝軸底の直ぐ
陸側部に地形が低く変位した斜面があるこ
とから、海底地すべりに伴う地形変動である
可能性がある。 

 
図 6 地震後と地震前の海底地形の差。 

 

(2) 今回の地震の震源過程は、遠地地震波、
地殻変動、強震動、津波などから求められて
いるが、これらのデータセットを用いて、統
一 的 な 震 源 過 程 モ デ ル が 構 築 さ れ た
（Koketsu et al., 2011）。その結果、本震
付近の大きな滑りにより、遠地地震波、地殻
変動、強震動のそれぞれのデータは統一的に
説明できるが、津波データは海溝付近に大き
な滑りを必要とすることがわかった（図 7）。 

 
図 7 グリーン関数の不確定性を考慮した波形インバー

ジョン法による遠地実体波による地震時の滑り分

布（八木，2011） 

 

(3) 釜石沖の海底水圧計、三陸沿岸の検潮所、
北海道から四国までの沿岸の波浪計・海底水
圧計、さらに太平洋西部の DART に記録され
た津波波形のインバージョンにより波源域
内でのすべり量分布を求めた（図 8）。さらに、
全国的に大規模な津波痕跡調査の結果、三陸
沖では痕跡高が 20m を超える地域が南北に
約 290km 以上に渡り、30m を超える地域も約
198km と非常に大きな痕跡高が広範囲に記録
されていることがわかった。また、痕跡高が
10m を超える地域については約 425kmと青森
県から茨城県に渡る広域なエリアに広がっ
ている（図 9）。 

 
図 8 東北地方太平洋沖地震の断層面上のすべり量分布

（Fujii et al., 2011）。 

 

 
図 9 緯度方向に投影した津波高の分布（東北地方太平

洋沖地震津波合同調査グループ,2011）。 

 

(4) 大きな震度を記録した強震観測点周辺
の被害調査（全 35 観測点，調査建物 4000 棟
余り）を行った結果，建築構造物の大きな被
害は非常に少なかった。建築構造物同様，土
木構造物にも大きな被害は出てない。一方，
局所的に非常に大きな被害を受けたものも
ある。第 1中曽根高架橋においては，ラーメ
ン構造端部柱の上部において，コアコンクリ
ートが破砕し，軸力支持機能が喪失するほど
の大きな被害が発生した(図 10)。継続時間が
長い地震動を受けて地盤・地盤構造物は広域
にわたり甚大な被害を受けていた。仙台市で
の造成宅地地盤の地震被害と，浦安市の液状
化被害は，その代表である。 

 
図 10 東北新幹線第 1中曽根高架橋の損傷状況 
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